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中国障害児療育事業創生期における
パートナーシップの形成

─ 政府・民間・国際協力間関係を中心に ─

趙　没名＊

　２００１年に行われた第一次『２００１中国０～６歳障害児童抽出調査報告』では，近年における中国障害
幼児の生活実態および彼らが直面している公的基盤整備の立ち遅れと療育の家庭中心主義という問題
が顕著に示されている。本論文は，同調査報告を手がかりに療育政策，療育事業および国際協力にス
ポットを当て，近年の障害幼児療育問題は中国の政策主体と民間療育実施主体，国際協力主体という
三つの行為者間の利用，対立，依存関係に起因することを指摘し，そしてそのような関係となった根
本原因は中国政府責任の空洞化にあることを明かにした。したがって創生期にある中国障害幼児療育
問題の改善には，政策主体の実施可能な政策の制定，民間療育実施主体の療育事業の社会運動として
の政治的機能の発揮および国際協力主体の知識と経験の交流という三者のパートナーシップの形成
が，障害幼児の発達保障における今後の政策形成する際に取り上げるべき重要な課題であると提起した。
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　　２行為主体間の協働について
　２．民間療育事業におけるパートナーシップに関

する問題分析
　　１中国政府─民間組織
　　２民間組織─国際協力
おわりに

はじめに

　１９８０年代末より，中国国内における改革・開

放政策の実施および国際的な障害児者人権保障

公約と運動の広がりの影響の中で中国の障害者

福祉政策の基本理念はかつての国家権力者の慈

善より国民の権利へと前進した。このイデオロ

ギーの転換に見舞われて，中国政府は，障害の

ある児童を最も弱い立場にある社会的弱者とし

て，またその“平等・参加・共有”の権利の保

障と促進を社会文明の指標や政府と社会の責任

とするように（中国障害者連合会 ２００２：５４０），

障害者福祉に関する基本認識を確立した。それ

に関連して１９８７年に行われた中国「第一次全国

障害者抽出調査」によって明るみになった問題

と課題に基づき，中国政府は『中華人民共和国

障害保障法』（１９９１）および計４次にわたる『中

国障害者事業５ヵ年計画綱要』（１９８８～２００５）

等を制定した。

　しかし，同国家事業のなかで，視覚，聴覚・

言語，軽度の知的障害をもつ一部の幼児への療

育計画が含まれているが，多くの中・重度，重

複の障害をもつ幼児の療育計画を盛り込んでこ

なかったがゆえに，その療育の責任と義務は，

公的な援助が一切なく，親が担うという歴史の

延長線にある。

　一方，中国経済の市場化に伴って「小さい政

府大きな社会」の政策論調が近年社会福祉の分

野にも大きな影響を及ぼした。制度の谷間にい

る障害幼児の療育については，政府は，地域社

会や国際社会に強く協力を求めた。

　それを背景に，１９９０年以降制度のグレーゾン

にいる障害児の親達は，政府に公正かつ実効性

のある公的な援助を求めつつ自ら障害幼児療育

施設を設立し，NGO，NPO１）を立ち上げ，国際

協力２）による乏しい財政的，専門的，人的な資

源のなかで，民間療育事業を忍びつつ営んでき

た。

　そうした政府，民間，国際協力の三つの行為

主体による障害幼児療育事業のアプローチはそ

れぞれの分野において部分的な成果を成し遂げ

たが，総体的に決して楽観視できない。なぜな

ら，今日障害幼児療育の公的な基盤整備不足や

親への療育責任の押し付けなどいう問題が依然

として深刻であると同時に，これらの療育問題

の本質的な改善のために，政府，民間，国際協

力の行為主体のパートナーシップの形成に要す

べきことが，『２００１中国０～６歳障害児童抽出

調査報告』（中華人民共和国衛生部・ほか ２００３）

の公布によって一層明らかとなった。

　障害幼児の発達保障は，「単に国家による行

動だけでなく，地域社会の取り組みも含めた必

要な介入策」が重要でありながら（UNDP 

２０００：１３４），なお「国際的相互影響がどのよう

にそれらの国内要因の形成にかかわっている

か」（同１３６頁）についての検討が重要である。

また障害幼児療育事業をめぐるこれらの「国内

の異なった行為主体の役割と影響を評価するこ

とで，人権が実現されていない理由について，

はるかに豊富な全体像が浮かび上がってくる」

（同１３４頁）。

　したがって本論文では，民間障害幼児療育事

業の創生を促進しつつもその新たな発展を牽引

する原因は，政府，民間，国際協力という三つ
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の行為者間に持続可能なパートナーシップが形

成されていないことにあるという仮説を立て，

資源調達が困難である療育創生期における国と

民間と国際協力のパートナーシップこそが障害

幼児の発達保障に特別な必要性と重要性をもっ

ていることを課題として提示した。

　なお本研究の視点と方法については，障害幼

児の発達保障論におけるもっとも基本的な概念

である「療育」をキーワードに，内発的民間療

育事業に注目し，事例研究を通して仮説を検証

する。また，今日まだ創成期にある中国の障害

幼児療育事業において，国家政策，民間事業，

国際協力間の協調問題は深刻であるにもかかわ

らずその学問的な研究が内外においてほとんど

なされていないことはまことに残念ではある

が，本研究における社会学的なアプローチはお

のずからそれなりの意義と貢献が見出される。

Ⅰ．社会福祉における国家─民間の関係

　　　 ―パートナーシップの基本理論

　社会福祉における政府と民間のパートナーシ

ップについての理論的構築の試みは，１９世紀の

イギリスにおける救貧制度の実施をめぐる政府

─ボランタリー部門間の関係を示した“平行棒

理論”３）や“繰り出しはしご理論”４）のうえで発

展してきた。

　しかし，マカダム（１９３４）は上記理論を双方

とも否定した。彼は２０世紀初頭から出現しつつ

ある新しい慈善活動の研究をベースに，国家と

ボランタリー組織間の関係の大きな特徴は密接

なパートナーシップにあると論じた。その後オ

ーウェン（１９６５：５２７）はパートナーシップの

考え方を用いて，ボランタリー部門は国家に対

して，国家供給の補足・補完的供給者であり，

または国家供給領域外の単独供給者でもあると

述べた。彼がボランタリー部門を「福祉共同体

の下位パートナー」として認識する一方，新た

なニーズを認識しそれを満たす新たな方法を考

案することにおいて重要な先駆者的役割をもっ

ていると，社会問題と課題認識におけるボラン

タリー部門の優位性を評価したことは注目すべ

き点である。

　１９８０年代以降，世界的規模において国家が供

給を削減または抑制し第３部門に対する依存を

強化するようになったことに対して，より包括

かつ協調された政策が要求されることを背景に

“パートナーシップ”は多くの論者に取り上げ

られ，今日ガバナンスの研究とともに脚光を浴

びるようになった（ジョンソン ２００２：１５７）。

　その中で，まずサラモン（１９８７）は，アメリ

カにおけるボランタリー部門─政府間関係の本

質的な特徴は競合にあるとの主張を批判し，協

調であると主張した。次にギドロンらはサラモ

ンの主張を取り入れて政府─ボランタリー部門

間関係をモデル化した。そして彼は，両者間関

係における主要な変化は「第三部門と国家との

協調的パートナーシップをより一層精巧なもの

につくり上げていく方向に向かって」（１９９２：

２７）発生していると論じた。さらにクーンレと

セル（１９９２）も協調関係を強調しつつ，それを

統合的依存と分離的依存と二つに区別してい

る。前者はボランタリーな福祉生産が福祉国家

システム全体に統合されており，後者はボラン

タリー部門が政府資金に依存しているが両者間

のコミュニケーションや接触は表層的であまり

頻繁ではない。

　国家が資金供給と規制の役割を維持しながら

政策供給を外部委託にするという事態の進展

は，ボランタリー組織が国家との協調関係を具
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体化したものの，政府資金への依存の拡大はボ

ランタリー組織を「影の国家」としてますます

その独立性を脅かしているとウォルチ（１９９０）

は危惧した。そこで彼女はボランタリー部門の

果たす政治的，社会的役割について問題提起し

た。

　やがて１９９０年代から，国家，市場，ボランタ

リーセクターそして家族間の関係の本質が「パ

ートナーシップ」という用語によって再び明確

に提起されるようになった。今日，パートナー

シップはすでにキー概念として実際に二つの意

味をもっている。それは，国家以外の行為者が

政策供給において主要な役割を果たすこととガ

バナンスにおける特別な手段を構成することと

いう明確なアイデアである（Lewis ２００４: ２１３）。

つまり，政策供給プロセスにおける国家が民間

セクターに対する協調・調整（コーディネーシ

ョン）およびガバナンスプロセスにおける国家

と民間間の協力（コーポレーション）を意味す

るのである。

　確かに既述したパートナーシップに関する理

論的系譜は欧米諸国を研究ベースとして構築さ

れたものではあるが，それらの国々だけに用意

された概念ではない。なぜなら，国際的な視野

では，アジアの発展途上国でも共生思想のグロ

ーバル化と市場の自由化にともない，各行為主

体間の相互依存の度合いはかつてないほど強ま

り，人権の実現に対する諸行為主体の影響はす

でに世界中に波及するようになったからである

（UNDP: １３５頁）。

　今日，障害幼児療育における政府の資金調達

や政策実行の能力が低いうえ民間も事業の運営

資金もノウハウも欠如している中国では，パー

トナーシップは，極めて重要な概念としてだけ

でなく，その形成は障害幼児によりよい社会福

祉的な価値をもたらすに違いない。

　

Ⅱ．データでみる中国障害幼児療育の実態と問

題点

　国際基準に基づいて行った中国第一次『２００１

中国０歳～６歳障害児童抽出調査報告』（以下

『調査報告』と略称する）は，近年における中国

障害幼児の疾病・障害の実態を一層明らかに

し，障害幼児療育問題の深刻さを浮き彫りにし

た。同調査報告から以下の点が判明された。

１．基本状況

１人口動態

　障害乳幼児の性別・年齢の分布について，男

性人口は女性より多く，障害人口は年齢に伴っ

て増加している。２００１年に全国における障害乳

幼児の人口は約１３９.５万人であり，年平均増加

数は１９.９万，年平均増加率は１.９４６％である。障

害乳幼児人口は全国児童人口の約１.３６２％を占

めており，１９８７年の全国障害者抽出調査の

１.７０８％に比べて０.３４６％下がった。また障害種

別の人口構造については，知的障害が最も多

く，全体の５４.２１％を占めるが，その次に肢体不

自由，聴覚障害，視覚障害，精神障害へと減少

していく。この順位を１９８７年の調査結果に比べ

て聴覚障害児の人口が２位から３位に下がった

以外その他ほぼ変動がなかった。障害程度につ

いては，最重度と重度をあわせて２６.６２％，中・

軽度は全部で７３.３７％となり，障害幼児人口の

大半を占めている。

２家庭環境

　障害乳幼児の７４.３９％は一人っ子である。そ

のなかの６０.９３％が家族３人で暮らしている。
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４２.９３％の父親が農林牧漁業に従事し，３２.６０％

の父親が労働者であるように，４５.５７％と２７.７１％

の母親もそれぞれ農林牧漁業か労働者として働

いている。２３.６９％と２０.０２％の家庭がそれぞれ

年間一人あたり１０００元（１万円は約７５０元）以

上２,０００元未満あるいは５００元以上１,０００元未満の

低所得層に属する。４８.４６％と２４.７２％の父親が

中学校ないし高校卒業の学歴をもち，４４.７０％

と２２.２９％の母親が中学校か小学校の学歴を有

する。９４.５１％の父母は初婚であり，９５.４８％の

父母がともに障害乳幼児の養育を担っている。

２．療育の現状と問題点

１療育の現状

　同調査結果の推定によれば，リハビリテーシ

ョンに関して，６７.０９％の乳幼児がリハビリテ

ーションを受けたことがあるが，その主要な訓

練形態は家庭型５）である。リハビリテーション

機器・装具の所持率については，聴覚障害は

４７.３１％，肢体不自由は３８.８２％，視覚障害は

１４.０６％であるが，その他は必要ではあるがも

っていない。また，就学前教育に関しては，３

～６歳の障害幼児のなかで４３.９２％が就学前教

育を受けているが，うち都市部の子どもは

６１.４８％，農村部の子どもは２６.４１％である。

２問題の所在

　既述した実態から障害幼児療育の問題の所在

は主に以下の２点が指摘できる。

　第１に，公的な療育事業の基盤整備が立ち遅

れていることである。今日，障害乳幼児の療育

政策はようやく創生期を迎えたが，現場では一

般幼児教育施設における障害幼児教育の専門職

の配置や設備の設置が整えておらず，また障害

幼児を対象とする特殊教育施設も大変不足して

いるため，療育の機会や設備における障害種別

や地域間の格差が大きく開いてしまったことが

同調査報告から容易に見受けられる。

　第２に，家庭療育環境の困窮である。公的な

療育事業の基盤が整備されていないがために療

育が障害幼児をもつ親に押し付けられている。

しかし同報告書に示されたように，現実におい

て障害乳幼児をもつ家庭の規模が小さく，保護

者に農林牧漁業に従事するものが多く，低所得

層，低学歴層の割合が高いうえ，家庭用リハビ

リテーション機材や装具の普及もしていないこ

とから家庭療育に必要な人的や時間的，経済

的，技術的な資源の確保が困難だと考えられ

る。したがって，近年療育施設や医療施設にお

ける専門的な療育の実施を強く要望する保護者

が急増しているという。

Ⅲ．国家の障害幼児療育政策の動向

　障害幼児をもつ親の療育の専門化への切なる

願いに相応して，１９９４年に『障害者教育条例』

（以下『教育条例』と略称する；中国障害者連

合会 ２００２：５７６）の公布により，中国において

“療育”の概念６）がようやく誕生し，政策理念

もそれまでの慈善的，医療的なアプローチから

全人的な発達へと転換した。しかし，政府は，

同教育条例の基本方針に基づいて，療育制度の

基盤整備を行なうのではなく，むしろ療育にお

ける親の私的責任を強調しつつ，地域社会と国

際社会の協力を誘致する政策作りに乗り出し

た。

１．療育実施主体の拡大

１家庭型療育の強化と民間セクターの促進

　１９９０年代に入ってから新たな国民経済５ヵ年
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計画の展開および国際障害者公約への承諾の実

現に伴い，中国政府は，障害幼児療育を含めた

障害者事業計画の政策立案と実施を未曾有の強

度と高度へ引き上げるようにと，地方行政に指

示した。しかしその反面，障害幼児の療育制度

を含めた中国の改革は，権力の中心層が既定の

政治・経済の秩序下での新制度を実施する能力

と意向によって制約される（田凱 ２００３：９６；

シュナイダー １９９６：４１）。そこで，政策目標を

達成するために，「障害児の家族は障害児に就

学前教育を実施しなければならない」（教育条

例 第十条）と家族における療育責任を法制化

まで引き上げて強化したとともに，療育事業に

対する全社会の理解と支持およびそれを従事す

るNPO組織のような新たな行為主体の育成並

びにその財産の保護，寄贈の奨励等の方策を講

じた。

第九条　社会の各分野は障害者教育に関心を

もち，支持しなければならない

（『教育条例』）

第七条　公益性７）の社会団体の受贈財産およ

びその増加価値は国家法律によって

保護される。いかなる機構と個人は

それを横領，流用，または損害を与

えてはならない（『公益事業寄贈法』

１９９９年；以下『寄贈法』と略称す

る。）  

第八条　国は公益事業の発展を奨励し，公益

性社会団体と公益性非営利の事業組

織を育成し優遇する

　　　　国は自然人，法人，あるいは他の組

織の公益事業への寄贈を激励する

（同上）

２国際協力の誘致

　政府は民間セクターに対して国際協力を誘致

する方策も採った。１９９３年１２月に，国務院８）よ

り『中華人民共和国増加価値税暫定条例』９）（以

下『増加価値税暫定条例』と略称する），次に

１９９７年１月に中華人民共和国税関総署より『障

害者専用物品の輸入関税の免除に関する暫定規

定』１０）（以下『輸入関税暫定規定』と略称する）

を公布した。そのなかで中国政府は，療育設

備・器具を海外より輸入する，民間障害幼児療

育事業も含めた社会福祉事業組織に対し，増加

価値税および営業税，所得税，関税の国家税収

の優遇条例を相次ぎ打ち出した。したがって，

民間障害幼児療育事業にもっとも必要としてい

る療育機器・機材の外国からの入手を可能に

し，納税減免制度の実行によって民間組織の経

済的負担を軽減させ，関税の減免制度によっ

て，海外寄贈者に機材や装具等の持込みをしや

すくした。

２．民間セクターへの規制

　民間セクターとパートナーシップを形成する

際に，政府は１９８９年にはじめての『社会団体登

記管理条例』（以下『社団管理条例』と略称す

る）を公表し，民間セクターの参入と運営に対

し規制方策も設けた。その後改正を重ねてでき

た１９９８年の管理条例に，社会団体設置の申請に

関して，まず３０,０００元（約４０万円）を超える活

動資金および適法資金源の確保をもっとも基本

的な申請条件としたうえ，設置に関して，同行

政区にある各福祉分野においてそれぞれ一団体

の登記しか認めないという究極な規制を設けた

にもかかわらず，一旦設立した社会団体が事業

管理部門と組織登記部門の双方から事業運営の

政治的，財政的な二重管理・干渉を受けなけれ
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ばならないことも定めた。

３．政府の民間セクター政策の到達点

　『教育条例』をはじめ『中国障害者事業第十

次５ヵ年計画綱要』の制定は，中国障害児療育

史上の里程標として，政策の基本理念がかつて

の慈善より人権保障へのシフトおよび国際人権

規約への合意に到達したことを示した。そして

『増加価値税暫定条例』等の民間セクターに対

する優遇制度の公布は，政府の社会福祉サービ

ス供給における国内民間セクターの参入と外国

資源の調達を推奨し，それまでの福祉供給主体

の家庭中心主義から多元主義への転換に到達し

たことを意味する。その転換への到達は，１９９０

年代以降の中国福祉政策改革のもっとも重要な

特徴となっている（田凱 ９４頁）。このような福

祉多元化への療育政策の転換は，中国障害幼児

療育事業創生期における政府・民間及び国際社

会間のパートナーシップの形成の動向として見

受けられ，現実に障害幼児療育保障の一助とな

っている。

　しかし一方，政策能力や意向の欠如を背景と

した社会福祉サービス供給主体多元化への転換

は，施策に協調性と合理性を欠くため実効性が

示されない問題が顕著に存在している。

　まず諸施策間において，条例や計画要綱に療

育の実施主体，施設の設置・運営・管理基準が

明文化，法制化されておらず，条例における療

育の内容も計画綱要には適切に反映されていな

い。

　次に諸行政主管部門間において，政府が民間

セクターの資金調達に便宜を図るために『寄贈

法』を制定し，寄贈する企業ないし個人・自営

業者に対し“法律・法規”に従い，企業または

個人所得税の減免制度の枠組みを立てたが，現

実，同制度の実施方法や優遇程度について示す

どころか，国家財政機関・税務機関の同制度に

対する認定・調整なども全く行われておらず，

納税優遇政策を裏付ける“法律・法規”でさえ

不明確のままのため，中国国内での事業資金の

寄贈事実はまだ極めて少ない（９６頁）ほか，外

国の資金寄贈組織ないし個人に対し適切かつ規

範的運営・管理・監査制度も整備されていない

（楊団，唐鈞 １９９８：５-８）。

　さらに政府と民間間において，政府は民間組

織に対し，保護・優遇・奨励の政策を掲げてい

る反面，法人認定・登録に関して非合理的な管

理を一向に緩むことはなかった。しかし，設立

後の法人に対して，その規範化，あるいは供給

の最低基準を設けて法制化にすることはなく，

運営・管理はまったく政府の放任状態にあるた

め，このような民間セクターと政府間関係は，

供給主体多元化主義として本来あるべく協力・

協調の取れたパートナーシップではない。

　今日，パートナーシップが国によって阻害さ

れるなか，全国各地の民間セクターが外国の資

源に依存しなければ療育事業を持続できない窮

状に追い込まれている事実は無視できない。

Ⅳ．事例検討

―障害幼児民間療育施設の取り組みと国際協力

１．中国における民間療育組織の概要

　中国民間障害児療育組織が社会サービスの表

舞台に登場した契機は，１９８０年代からの中国の

改革・開放がもたらした「構造的ストレー

ン」１１）および「小さい政府大きな社会」をモッ

トーとした中国社会政策の改革によるものだと

考えられる。これらの民間「サービス組織」１２）

が行なう療育事業１３）は，現代社会に存在する
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さまざまな「社会運動」の一つの形態として，

我が子の障害を取り巻く障害児政策に対する不

満や不安を，自ら行政に異議を申し立て，既存

する「政治」の改善を目的とする，「抗議をす

る」社会運動形態から転じてきたのである。そ

れらの組織は，既存の政治構造の制約を受けな

がらも，「お金儲け」ではなく，むしろ現在の児

童福祉制度では提供されないサービスを提供

し，行政に異議申し立ての動機を込めた「非制

度的な政治参加」１４）を試みた。

　中国では障害幼児向けの民間組織は基本的に

以下の三つの形態がある。草の根任意団体か

NPO法人か企業の名のもとで療育事業を行な

っているものである。そのいずれも草の根の民

間任意組織からスタートし，運営資金が園児の

サービス利用料または国内外からの基金・寄付

に頼っている。設置母体が基本的に障害児の親

であり，運営も創設者個人の裁量に任せてい

る。園児の受け入れは主に疾患別によるもので

あるため，事業運営に高度の療育専門性を要求

されるが，実際障害児のニーズに応えるにはほ

ど遠い。行政からの援助が一切ないだけでな

く，国民の障害者に対して人権どころか人道主

義の基盤や意識でさえ確立されておらず（『中

国障害者』編集部 ２００４：６-７），慈善意識や慈

善事業に対する認知度や信頼度も低い（莫燕

萱 ２００３；許琳，張暉 ２００４：４１）という社会環

境の中で，民間セクターはその生存への期待を

国際社会に託している。にもかかわらず，問題

の根本的解決に至ることなく，施設の運営も常

に脅かされている。

　そこで本章では，中国の主要都市にある二つ

の障害幼児民間療育施設で行われている療育事

業を取り上げて具体的な事例研究を通して昨今

の障害幼児療育政策およびその実施における政

府，民間，国際協力間パートナーシップの真相

と問題点を確認しておこう。

　したがって両施設に対する調査方法について

は，筆者が１９９８～２００５年の７年間にわたる両施

設現場での参与観察，聞き取り等のフィールド

ワークや当該施設の発行する機関誌の購読，お

よび国際協力側としての個人や組織への聞き取

りを主要な調査手法としている。

２．施設A―NPOとしての事例

１施設の概要

　A市は中国の沿岸部にある，人口約１,４００万人

の町で，障害児者人口は約５０万人だといわれて

いる。障害幼児は市障害者連合会によって管理

されているがその人口，実態等について依然と

して把握されていない。現在，身寄りのない障

害乳幼児のための市の民政局の管理・運営下の

療育つき養護施設は市内に２ヶ所，また市障害

者連合会の管理・運営下にある障害幼児療育入

所施設は１ヶ所ある。その他行政に指定された

一般の障害幼児も入園できる幼稚園は各行政区

に一ヶ所設けている。１９９０年代後半に入って同

市では，“下崗工人”１５）の再就職を考慮し，区の

民政局の名義で設置した民間療育施設もあった

が経営不振のため相次ぎ解散する次第となっ

た１６）が，障害幼児の親や障害当事者の設置し

た療育施設はその独自の運営と管理によってや

がて今日まで生き残ってきた。施設Aはその代

表的なものだといえよう。

２事業の展開

第一期　事業の創生期（１９９６-２００１）

　１９９６年４月に施設Aは既述した療育環境の中

で開園した。主に脳性麻痺の幼児療育を事業と

する同施設は，療育を通して障害児への理解を
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深め，障害の改善と園児の自立援助を園の理念

としている。かつて一流企業の専門職であった

創設者すなわち同施設長は，脳性麻痺の一人息

子を受け入れる療育施設が全くなかったため，

会社を辞め，同じ境遇にあった他の母親ととも

に区の民生局が無償に提供してくれた廃園後の

幼稚園を利用して訓練用マット一枚で療育園を

スタートした。やがて１９９８年に日本人からの寄

付金でようやく待ちに待った一部の療育設備と

機材を購入した。

　その後，任意団体のため，国の優遇制度の対

象になれなかったが，逆境のなかでの療育活動

はマスコミの報道によって国際社会の関心を集

めた。１９９９年から毎年同市にある外国の企業や

公館より資金と物資など直接施設長に手渡され

るようになった。

第二期　事業の拡大期（２００１-２００３）

　開設五年後の２００１年に施設長は知人から１０万

元（約１３０万円）を借金して組織をNPO法人と

して申請した。同市の障害者連合会の審査と区

民政局の登記を済ませてようやく法人格を取得

した。

　このころ，園児数も設立当初の２人より７０人

まで拡大し，入所４０名，通園３０名の規模となっ

た。園児の年齢は３～１４歳，その大半は全国の

都市部の乳幼児健診によって発見された軽・中

度の知的・言語障害および肢体不自由を合わせ

もった脳性麻痺患児であった。通園料は月額

１,２００元（約２万円弱。療育費､食費，教材費込み）

である。園児はConductive教育を受けている

が，職員の大半も該当の専門養成を受けている。

　ところが，家庭型から専門施設型への療育ニ

ーズの急増に伴って園児の数が拡大するなか，

新教職員の雇用と養成，設備・機材の購入など

は，園の財政を一層緊迫化した。しかしそれに

対して行政は各年度末に会計監査を行う以外そ

の他の奨励や対応を一切考慮せず，施設を置き

去りにした。図１と表１に示すように，苦境の

なか国際協力の資金は園の設備投資に使われ，

事業の円滑な運営の一助となった。そして技術

援助は，職員たちに外国のリハビリテーション

理論と実践に触れることもできた。

第三期　事業の行方―挑戦か逃避か（２００３-今日）

　近年，療育専門職が事業の中心的存在となっ

てきただけでなく，施設の存在も地域住民に理

解されるようになった。施設長は，児童の権利

保障をモットーに障害幼児だけでなく援助を必

要としている全ての児童のための「児童問題研

究所」の設立へ挑戦しようとする構想が芽生え

た。

　しかし今後，国際協力からの寄付金が場合に

よって受けられるにしても長年慢性化してきた

資金不足および賃金・就労環境をこだわる専門

職員の流出によって人事が常に不安定なうえ専

門性の維持と向上に限界がきたしているなか，

強く政府に働きかけ，政府・施設・国際協力の

ネットワーク作りを模索し，真のパートナーシ

ップの形成を創出していくか，それとも行政に

施設を売却して問題から逃避するのか，その行

方に民間療育事業の役割が問われ，社会から注

目を集めている。

３．施設B―企業としての事例

１施設の概要

　B市は中国華北地区にある，人口１,１００万人の

町である。障害者の人口は約６２万人，障害幼児

は市障害者連合会によって管理されているが

その人口は未知数だという。現在市には障害幼

児向きの公的な療育施設はないが，施設Bは近

年開設された民間療育施設のなかの一つであ
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る。

２事業の展開

第一期　事業の創生期（１９９３-１９９４）

　１９９３年３月に施設Bは施設Aと同じような内

外の情勢の中で中国最初の自閉症児を対象とし

た療育研究所をB市内に設立した。自閉症の診

断を受けたものの，療育の場がまったくなかっ

た幼児期の息子を抱える創設者すなわち施設長

は，大学での研究職をやめて，子ども６～１４

人，新人保育士４人と保護者２人，計６人が職

員とする入所型療育研究所を立ち上げたが，ま

もなく施設形態は通園型に変わった。また同１２

月に，組織登記した際，『社団管理条例』に示さ

れた認定と登記の条件が非常に厳しかったた

め，やむを得ず同区の工商管理局でひとまず企

業組織として登記し活動資格を獲得した経緯が

あった。

　その時期に運営資金が困窮なうえ安定した療

育の場が確保できず転々としていたが，施設長

は国際協力を呼びかけたため，海外の組織や個

人より資金と専門的な療育指導が提供された。

第二期　事業の安定期（１９９５-１９９９）

　施設は企業としての納税義務を果たすどころ

か事業の運営資金と場所でさえ確保できなかっ

た。その末，施設長は同市にある外国公館に直

接訪れて園の困難を訴え援助を求めた。その努

力によって園の理解者が増え，図２，表２に示

すように施設に対する資金・物資・技術の援助

団体や個人は一段と拡大されたおかげで，園を

設立した当初からの赤字運営による倒産が避け

られただけでなく，障害判定，訓練評価等の制

度を導入し，ABC１７）の療育技術も漸次に確立

した。１９９５年から施設形態を“短期母子入園”
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日本

個人 企業

資金・物資

多国籍

在中国の外交組織・団体

物資

施設A

図１　施設Aにおける主要な国際協力の状況

表１　施設Aにおける日本企業O社の寄付金額と支出状況（元）

残高支出の内訳支出寄付金額年度

　　 ０オルガンの購入，教室床の修理 ５,１６７ ５,１６７１９９９

　　 ０事務用机と椅子，映像モニター，児童用寝具等の購入 ７,３９１ ７,３９１２０００

１０,０００　　 ０１０,０００２００１

 －７４４
訓練用機材，児童食堂用品，教室や寝室用扇風機と床，入浴介
助器具，保健室用機材等の購入

 ８,８１７ ８,０７３２００２

－５,２１０ 診療室用機材，空調設備等の購入 ９,２５０ ４,０４０２００３

 ４,０４６３０,６２５３４,６７１合計



（年に４回実施）に改められただけでなく，同

障害を扱う他の施設の訓練指導にも乗り出し

た。

第三期　事業の発展期（２０００-現在）―連帯と

共生

　表３が示すように，この時期にそれまで施設

の抱えてきた資金と技術の問題は増え続ける国

際協力によって緩和されたことを機に，施設は

事業内容を多様化１８）し，事業規模もこれまで

一回２４人の定員より３６人まで拡大し，教員採用

条件もこれまでの保育士よりソーシャルワーカ

ーや行政管理専門職にまで引き上げた。また同

園のカリキュラムのみならず他府県の訓練シス

テムの構築にも協力した。
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表２　施設Bの財務収支一覧表（元）

小計寄付金（１-１２月）収支バランス（%）支出収入※（RMB）年度

０６,０００　－６,０００（－ ２０％）３０,０００２４,０００１９９３,３-１９９４,２

１７３,７００１７８,７００　－５,０００（－　７％）７５,０００７０,０００１９９４,３-１９９５,２

４１,１６１８７,１６１ －４６,０００（－ ８５％）１００,０００５４,０００１９９５,３-１９９６,２

５,５４６２８５,５４６－２８０,０００（－４７０％）３４０,０００６０,０００１９９６,３-１９９７,２

７０,８５４２５０,８５４－１８０,０００（－１６３％）２９０,０００１１０,０００１９９７,３-１９９８,２

１３８,５９８２５８,９０６－１２０,３０８（－ ３６％）３２９,９４５２０９,６３７１９９８,３-１９９９,２

１２４,６３８２２１,８０５ －９７,１６７（－ ２６％）３７８,３９８２８１,２３１１９９９,３-２０００,２

１８７,４０４２１２,６１２ －２５,２０８（－　７％）４１７,６１２３９２,４０４２０００,３-２０００,１２

１８３,５１３１７１,３９４ 　１２,１１９（＋　２％）５８４,４７９５９６,５９８２００１,１-２００１,１２

１２７,４６０２６２,０４５－１３４,５８５（－ １７％）９１６,１７６７８１,５９１２００２,１-２００２,１２

１,０５２,８７４１,９３５,０２３－８８２,１４９　　　　　３,４６１,６１０２,５７９,４６１合計

※　収入とは，児童の療育およびその家族に対する訓練指導，カウンセリング，見学，資料の提供等の請求をいう。

ドイツ

在中国の諸団体 個人

物資 資金 技術

研修 資金

大使館 個人

イギリス

大使館

物資

技術研修

個人団体

日　本

アメリカ

施設B

図２　施設Bにおける主要な国際協力の状況



　しかし，拡大してきた事業の運営は決して容

易ではなかった。

　第１に，自主と民主的運営を基本方針とする

同施設は，この時期にも法人資格を得ようとし

たのだが，『社団管理条例』における事業主管

部門と登記部門からの政治的，財政的な二重管

理の度合いを懸念し，法人格の取得を改めて断

念した。

　そして第２に，今日中国では自閉症児に対す

る療育の必要性と重要性がまだ認識されず，療

育制度もまだ確立されていないため，施設にと

って，専門職の養成と採用，療育機材・設備の

開発にまだ多くの困難を抱えるうえ，“企業”

としての重い税金にも追われるのみならず，全

国各地から療育に集まってきた園児とその家族

にとっても，巨額な療育費（１１週間で４,０００元，

約６万円）と生活費が強いられ苦情が絶えない

ほか，貧困層の子どもは施設から排除されてい

る１９）。

　今日，施設は，行政との調和が取れないまま

運営状況や療育の質を向上していくために，外

国のNGOの指導下で，中国にある主要な障害

児者NGO組織と一緒に先進的なNGOの運営・

管理の理念と方法を学ぶとともにNGO共同体

の設立も完成した。同共同体は，インターネッ

トのホームページ，ニュースレター，電話のホ

ットラインを開設して国内外の有志の連帯と共

生をもって逆境を生き抜こうとしている
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表３　施設B２００２年度の収入一覧表（元）

支　　　出収　　　入

金額項　目金額項　目

４６１００７人件費

営業費

５３１０９８療育費

１６３０２営業コスト４０１５０学童クラス

１６０３３９設備費２６９７０修了生クラス

２７４８０車維持費

管理費

９８２０８通信
１７９８７事務費

６１４３交通費
１６４５０カウンセリング

６８６８接待費

２１９３８出張費６４６２５見学

２６００事務設備費４５０観察

２４２５０職員福利費
３６４０他地域指導

５００２３その他

３２９０２営業税

税金

７８１５９１合　　　計

０所得税

４５３４その他

３３６１５消耗品通信

８６５９８８合　　　計



　

Ⅴ．民間療育事業をめぐるパートナーシップに

関する考察

１．政府，民間，国際協力の現状分析 

　既述した二つの施設の事例から民間療育事業

における政府，民間，国際協力という三つの行

為主体がそれぞれ障害幼児の療育保障のために

いかなる役割と協働を果たしたかについて，グ

ローバル化された共通の「指標や指数を使って

人権の説明責任が求められる」（UNDP １３５頁）

ため，以下教育に関する国連開発プログラムの

既成の指標と方法を借用してそれらの行為者の

義務実行の状況を考察しよう。

１各行為主体の役割について

　表４に，障害幼児民間療育にかかわる行為者

を主に政府，民間療育組織および国際協力組

織・個人に定め，そのうえ障害幼児療育に関し

てそれぞれ果たすべき義務を概念化し，さらに

それを実行する場合に行うべきいくつかの行為

を測定指標としてそれぞれ選定した。

　まず中国政府に対して，障害幼児療育に療育

可能な施設と十分な設備を提供する義務に基づ

いて，療育政策を制定し，療育可能な場所，設

備と資金を提供し，療育事業に従事できる教員

を養成すべきという指標の達成が要求された。

その結果，すでに第３章で述べたように近年中

国政府は障害幼児療育およびそれにリンクする

政策の形成に手がけはじめ，障害児療育事業に

おける民間と国際協力組織の活動に一定の便宜

を与え，障害幼児の人権保障を理念化した。

　次にA，B両施設とも，表４にあげた，子ど

もにとって療育が大切だ，場所の確保，設備の

維持，教員の養成，親への啓蒙という５つの指

標を達成でき，積極的に子どもたちの健康と療

育の権利を守るべきという義務を果たした。そ

のうえ，持続的，効果的な「事業をする」社会

運動を通じて，障害幼児とその家族の社会参加

を促進し力を与える（empower）という社会的
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表４　障害児療育分野における各行為主体の義務測定

結　　　果　測　　　定　義　　　務行為主体

・あるが不十分・政策の制定

療育可能な施設・十分な設備を供
給しなければならない

政府
・場合による・場所の供給
・ない・設備の供給
・ない・教員の養成
・ない・資金の提供

・はい
・子どもにとって療育が大切
だと思うか

積極的に子どもたちの健康と療育
の権利を守らなければならない

民間療育組織
・はい・場所の確保
・はい・設備の維持
・はい・教員の養成
・はい・親への啓蒙

・場合によって間接的に・場所の確保
すでに獲得した資金を国際社会の
開発のために可能な限り後進国の
子どもたちを支援していく

国際協力組
織・個人

・はい・設備の維持
・はい・教員の養成
・はい・資金の提供
・はい・親への啓蒙



役割（ウォルチ １９９０）と，療育方法を模索し専

門性を確立するという科学的な役割も果たした

といえる。

　最後に国際協力組織・個人が，すでに獲得し

た資金を国際社会の開発のために可能な限り途

上国の子どもたちを支援し，長年両施設に対し

て直接あるいは間接的に，場所の確保，設備の

維持，教員の養成，資金の提供，親への啓蒙を

行ってきた事実は，いうまでもなく表４にあげ

た指標と義務を果たした裏付けとなる。

　しかし，民間障害幼児療育事業の実施には，

行為主体が各自の義務を実行することだけでは

決して事業の持続可能な発展ができるというこ

とを意味するものではない。療育保障は，それ

らの行為主体間のパートナーシップが欠かせな

い。

２行為主体間の協働について

　表４に示したように，療育現場において中国

政府は民間組織に，必要な場所，設備と資金の

提供や教員の養成を行なわなかったため，その

義務を果たしていない。それどころか，第３章

の第３節にも述べたように，甚だ実効性と合理

性を欠く政府の療育政策は，実質上A，Bの民

間組織の参入を排斥し発展を抑制する結果とな

った。

　それに対して，両施設とも政府からの実効性

の伴う政策的支持を期待してはいるものの，か

つての遭遇によりできる限り主管部門との間に

距離を置いて絶えず警戒の姿勢を崩さない。

　また事例に示したように，施設A，Bに対す

る国際協力は，はじめ緊急一時支援の性格をも

ったものではあったが，支援が長期化と安定化

するなかで，両施設とも事業運営に最も重要な

柱となる資金と技術の提供を国際協力に依存す

る次第となった。表２は特にその佐証となる。

　一方，日本企業O社のように寄付しておしま

いというレベルでの国際協力，あるいは施設B

の依存問題がすでに長期化，深刻化したことを

認識しつつ，問題を指摘し改善の方策をともに

模索していこうとすることなく技術援助を続け

る国際協力組織・個人も多く見受けられる。

　したがって，今日政府と民間間は相互利用，

相互排斥し，また民間と国際協力間は民間が資

源の提供に依存し，協力側が援助の経過や結果

を見届けないという現実は，当然政府，民間，

国際協力の三者間にそれぞれ真の主体性のもっ

た民主的なパートナーシップを意味するもので

はない。

２．民間療育事業におけるパートナーシップに

関する問題分析

　政府，民間，国際協力の三者間におけるパー

トナーシップに至らなかった問題要素は以下の

ものが挙げられる。

１中国政府─民間組織

　まず歴史的な問題要素として，中国では，非

営利部門は国家が誕生する以前よりすでに存在

するものであった（田凱 ９５頁）が，歴史上中国

は中央集権を強行してきた国であるため，非営

利部門は強い政府の前で常に弱い存在であっ

た。１９８０年代以降の非営利部門も相変わらずこ

ういう歴史的な政治・社会の問題要素を引きず

りながら台頭した。

　次に現代的な問題要素としての中国政府の政

策動機に注目すべきである。かつての療育家族

中心主義のモデルから国家中心主義のモデルへ

の転換に意向と能力を欠く政府は，その代替物

として民間資源を利用した福祉多元主義のモデ
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ルに注目した。しかし１９８０年代からの改革・開

放が一連の社会的“動乱”をもたらしたため，

政府は民間パワーの成長と拡大に危惧した。

　そして，不健全な法制度もパートナーシップ

を妨げる現代的な問題要素としてあげられる。

今日の中国における法制度はいずれも民法や刑

法などに重きをおき，重要な人権および憲法上

の権利への意を尽くしておらず（劉海年１９９６：

３８６），また社会政策の中核となる社会保障制度

は，政府責任が定まらないがゆえにまだ形成さ

れていない（陳樹文 ２００３）。そのほか，政策の

形成・決定および施行の各プロセスにおいて政

府・民間・国際協力のパートナーシップの基本

となる民主主義政治が確立されておらず，政策

が効率的に実施できるための関連施策も欠如し

ていると呉忠民（２００４：８６-８７）が指摘してい

る。

　一方，障害児の親にとって，健常児に主眼を

置き障害児を無視する児童福祉政策が社会の

「構造的ストレーン」を激化し，そして既存の

「政治的機会構造」の制約が，障害児の親と政

府間の基本的な政治対立を一層明確化した。

　総じて，両療育事業における政府─民間間の

相排斥，相対立する関係は，中国における社会

運動の性格的普遍性および障害幼児療育政策の

個別性がもたらしたと認識できる。

２民間組織─国際協力

　民間にとって，当初最も根本的な事業目的で

あった政治目的の達成が，保護者の療育サービ

スの絶対的治療効果の要求のなか次第に脆弱と

なった。代わりに治療効果と資金不足のための

外国からの大量な緊急援助は，その場の危機を

乗り切れたが，組織の自己開発の意欲をそぐ結

果をもたらし（シュナイダー １９９６：５０），政府

政策の批判者としての重要な役割も失わせた

（ウォルチ １９９０）。

　一方，国際協力の本質は，すべての次元にお

いて最大限に人間の尊厳と権利を発揮し，人間

のあらゆる責任能力を最大限に発展させるとい

う人間性の問題を意味する（シュナイダー 

１９８７）。しかし，現実ではその目的の達成には

限界がある。なぜなら，両施設に対する国際協

力は，成功を収めるという結果を生み出し，個

人や社会の福祉にどのくらい役立ったのかとい

うところまで見届ける義務と倫理を欠如し，資

金や物資を与えるだけ与えて，民間の責任能力

の開発という国際協力の本質を到底理解してい

ない。このような援助者の自己満足・自己実現

のための国際援助は一見人道的ではあるが，長

い目でみればむしろ地元の人々の自発的な開発

努力を土台から切り崩してしまうだけではな

く，無能な政府が権力の座に居座る結果にもな

りうる。政策の失敗を外国からの援助によって

覆い隠し，責任の所在をあいまいにしてしまう

という政治的に重大な悪影響を与えることさえ

あるとシュナイダー（同１１６頁）は国際協力の

もたらす危険性について国際社会に忠告してい

る。

おわりに

　今日の中国において，障害幼児の療育問題の

改善における政策主体，民間療育主体，国際協

力主体という三つの行為者間のパートナーシッ

プの幕を本格的に開くために同行為者たちは何

をなすべきか。『調査報告』はわれわれにパー

トナーシップ形成の重要性と緊急性を訴えてい

るかたわら，障害児者の権利保障に関する諸国

際公約はその形成を促進するための方策をすで
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に用意してくれた。

　１９８０年代後半から１９９０年代前半までの間に国

連は，『子どもの権利条約』（１９８９），『障害分野

における人的資源開発に関するタリン行動ガイ

ドライン』（１９８９年），『障害者の機会均等化に

関する基準規則』（１９９３年）を制定し，障害分野

における政府─民間─国際協力間のパートナー

シップ形成の具体的な規則と方法を示してくれ

た。

　その中で，国連は，とりわけ途上国や障害を

もつ幼い子どもの特徴を見据えて，子どもの権

利保障制度を制定すべきである２０）と同時に，

各国の政府が障害を持つ人に均等な機会を創り

出すための国家的政策と措置への財政的責任も

果たすべき２１）と人権保障の根本的な責任所在

を示した。

　そして，パートナーシップにおける政府の役

割について国連は，政府として，民間の率先性

を強化しながら，両者の効果的機能化を図るべ

き２２）と強調した。その他パートナーシップの

規則および実施の際の具体的方法として，政府

が草の根の団体に対して財政面と訓練面を支援

し，パイロットプロジェクトや自助計画を支援

できる基金を設立し２３），職員に適切な研修を保

障すべき２４）と提案した。

　さらに，国連は，パートナーシップにおける

国際協力の役割は知識と経験の交流にあり，そ

の具体的な分野と内容は，障害のもつ子どもの

保健・医療・心理などの分野での情報交換や２５）

資源活性化の困難に面している国内努力に対す

る支援，障害問題に関する非政府組織や障害分

野の現場での計画の代表者と専門職者集団の支

援２６）と主張した。

　したがって，中国の障害児療育創生期に政府

として，まず政策形成において草の根の民間の

率先性を尊重しつつ，そのニーズと要求および

外国の知識と経験を政策に反映し，そして政策

供給において民間の機能を重視しつつ，多元的

な供給主体と協調しながら，政策の実効性を高

めていくことが急務である。

　一方，「事業をする」社会運動主体である中

国の民間障害幼児療育組織として，社会的・科

学的機能を一層向上させるのはいうまでもな

く，国家の政治構造の制約と外国の資金や物資

の援助中で漸次に風化しつつある政治的機能を

再び喚起するのが重要である。なぜなら，「中

国社会政策の発展は自発的な過程ではなく，全

社会の共同努力によって作り上げていく過程が

必要であり」（呉忠民 ２００４：７５-８９），社会福祉

（政策）は社会問題，社会運動，政策主体という

三つの契機の力動関係から生まれるからである

（真田是 １９７９：９-１１）。すなわち，政策主体の

論理で展開されがちな社会福祉政策を国民主

体，生活者の視点から社会福祉を変革し行政機

能の不全を補完していく（高田真治 ２００３：

２２５-２３４）ことを意味する。

　したがって，民間セクターは，政府に対する

平行棒ではなく，その提供するサービスも繰り

出しはしごでもない。場合によって政策の単独

供給者として，私的な部門の，行政・公的部門

へのパートナーシップという新たなかかわり方

を模索していくこと（同頁）が，民間療育組織

の今後の避けて通れない課題である。

　他方，国際協力主体が近年中国民間障害幼児

療育事業に果たした緊急一時支援の役割につい

て疑いはない。しかし，これらの国際協力がど

のような目的と倫理の下で行われ，また最終的

に成功になったかについて検証すべき時期がや

ってきている。国際協力は，単なる近代的設

備，技術移転の問題ではない（シュナイダー 
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１９９６：４４）。国際協力は，中国民間障害幼児療

育事業の内発的発展の萌芽を現実化していく際

の問題と課題を共有しつつ，そのうえその自助

努力を促進し知識と経験を交流することへシフ

トしていくべきである。なぜなら，両施設の現

状は今日中国社会における社会福祉・社会保障

制度と人権の縮図であり，そして問題の根源は

国際協力云々ではなくむしろ国は国民の希望に

沿った開発を企画し実行する能力や意思に欠け

ているからである（同４０頁）。

　総じて，中国障害児療育創生期における政府

と民間，国際協力間のパートナーシップの実現

が今後の療育事業のビジョンを描く際の鍵とな

る。

注
１）　NGOの活動をしているが，政府の認定を得て
いないものもある。

２）　本論文では公私の形態を問わない。
３）　ベン・ジャミン・グレイ（Gray, B.K）により

案出された理論である。１９世紀のイギリスにお
ける二つの併存する救貧システムのことをいう。
すなわち受給資格者を二つの集団に割りふり，
その１つの集団を救貧法による救済の対象とし，
もう１つをボランタリー部門の対象とするもの
である。公私の社会事業組織を交わることのな
い２本の平行棒にたとえて，厳格な役割分担を
規定したものである（ジョンソン ２００２：１６７-
１６８；『現代社会福祉辞典』有斐閣 ２００３：２０２-
２０３）。

４）　２０世紀初めにウェッブ夫妻により案出された
理論である。それは国家にはナショナルミニマ
ムを供給する責務があるが，それを超える部分
はすべて個人またはボランタリー部門に任せら
れるべきだという。同一の対象をめぐって公私
社会事業が協働する可能性を示したと同時に援
助における民間の固有な役割を示した。

５）　家庭型とはもっぱら療育を家族が担うことを
いう。

６）　同法の第十一条 第十二条では障害幼児の療育
を障害幼児教育として定義した。療育事業の責
任所在の明確な提示がないものの，療育に関す
る情報と指導を提供する行為主体は衛生保健機
構，幼児教育機構および家庭と定めた。

７）　同法によれば公益事業とは，救災，救貧，障害
者等の困難な社会集団と個人を援助する非営利
活動のことをいう。

８）　中央政府の呼称。日本の内閣に相当する。
９）　第１６条第２項，障害者組織の直接輸入してき
た障害者専用物品。

１０）　第二条，以下の障害者専用物の輸入は輸入関
税と輸入環節増値税，消費税を免除する。第三
条，機関・団体が国内で製造できない以下の障
害者専用物を輸入する場合，所属する民政部も
しくは中国障害者連合会の批准に従ううえ税関
総署の審査後に輸入関税と輸入環節増値税，消
費税を免除する。

１１）　構造的ストレーン アメリカの社会学者スメル
サーに由来する概念である。「行為の諸要素間の
矛盾によって生じる構造的緊張」のことをいう。
１９５０～６０年代までの社会運動の要因説明に多く
用いられた。

１２）　「サービス組織」 社会運動組織の一種である。
組織のメンバーや顧客に対して，有料のサービ
スや財を提供することを中心的に行う組織のこ
とをいう。一般の事業体と同じような構造をも
つが，社会運動の一つとして理解される理由は，
提供されるサービスと組織運営自体が一般の事
業体と異なる。（同上，大畑裕嗣など，２００４；
８８）。

１３）　「事業をする」 一見政治とは直接的な関連が
ないように見えるが，現状のさまざまな問題に
対する不満をもった人々が，今までになかった
サービスを現代社会に提供することを通じて，
行政に意義申し立てを試みる事業である
（Kriesi, 1996: 153；大畑裕嗣など，２００４；８３）。

１４）　「非制度的な政治参加」 選挙や審議会といっ
た既存の制度を通じた参加ではなく，社会運動
という別の形で政治に関与し，既存の政治構造
の制約を受けながらも政治そのものを変えてい
くことをいう。
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１５）　失業労働者のことをいう。
１６）　筆者の現地調査により把握したものである。
１７）　ABCとは自閉症のために開発された療育方

法。
１８）　電話や面談によるカウンセリング，観察評価

のための体験入園，長期療育のための母子入園，
学齢児童のための生活訓練，再入園によるフィ
ード・バック，授業参観の６つのプロジェクト
によって構成されている。

１９）　１９９９年までの統計では累計１０００名の訓練生の
中で農村地域からの生徒はわずか２人しかいな
かったという。

２０）　『子どもの権利条約』第２３条第３項「障害を有
する児童の特別な必要を認めて…教育，訓練，
保健サービス，リハビリテーション・サービス
…の機会を実質的に利用し及び享受することが
できるように行なわれるものとする。」（中野光 
他 ２０００：２３-２５）

２１）　『障害者の機会均等化に関する基準規則』規則
１６ 「政府は障害を持つ人に均等な機会を創り出
すための国家的政策と措置への財政的責任を持
つ。」

２２）　『障害分野における人的資源開発に関するタリ
ン行動ガイドライン』１４「地方社会の率先性が
特別に促進される必要がある」。

２３）　『障害者の機会均等化に関する基準規則』規則
１６第４項「多数の政府の場合，多方面の草の根
レベルでのパイロットプロジェクトや自助計画
を障害開発基金を支援することができる基金の
設立が望ましいかもしれない」。

２４）　『障害者の機会均等化に関する基準規則』規則
１９「政府は障害を持つ人に関わるプログラムと
サービスの計画立案と提供に携わる職員の適切
な研修を全てのレベルで保障する責任を持つ。」

２５）　『子どもの権利条約』第２３条第４項「締約国
は，国際協力の精神により，予防的な保健並び
に児童の医学的，心理学的及び機能的治療の分
野における…自国の能力及び技術を向上させ並
びに自国の経験を広げることができるようにす
ることを目的とするものを促進する。これに関
して，特に，開発途上国の必要を考慮する。」

２６）　『障害者の機会均等化に関する基準規則』規則

２２第３項「政府が知識と経験の交換を奨励し，
支援すべき対象は以下の通りである。（a）障害
問題に関する非政府組織 （c）障害分野の現場で
の計画の代表と専門職者集団。」
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Abstract: In 2001, China took its first survey concerning disabled children aged 0 to 6. 

Concerning the life condition of preschool children I noticed two problems with their medical care 

and education. First, basic public service to these disabled children is not maintained well. 

Second, as a result, the children’s medical care and education is still taken care of by their 

families with no government system to support them. 

　Using this report as a clue to the true nature of conditions in China I will focus on the 

relationship of 1) medical care and education policy, 2) volunteer service, and 3) international 

cooperation. 

　The problem concerning the medical care and education for disabled children is that the 

relationship between the government policy makers, the in-country volunteer groups and 

international assistance groups is dysfunctional. 

　The root reason for this strange relationship is caused by the Chinese government which has 

not taken the responsibility for the disabled children’s medical care and education in the past. 

　Therefore, the solution is for government policy makers to make better policies; the in-country 

volunteer sector to be a social movement with a political role; and international assistance groups 

need to use their knowledge and experience to cooperate with the Chinese government and 

volunteer groups in China. 

　To build the partnership between these three actors is a very important issue regarding the 

development of services to disabled children. 
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